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1 はじめに 

平成 1８年８月３１日の総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（地方行革

新指針）」において、「新地方公会計制度研究会報告書」で示された普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表、

すなわち貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書を多久市においては平成２１年度まで

に整備することになりました。 

この財務書類４表を作成するにあたり総務省において２つのモデル（「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」）が示

され多久市では平成２７年度決算までは総務省方式改定モデルでの公表をおこなっておりましたが、平成２７年１月に

統一的基準による地方公会計マニュアルが公表され、すべての地方公共団体へこの統一的な基準での財務書類を平

成３０年３月までに作成するように要請されているため、多久市におきましても平成２８年度決算より「統一的な基準」で

作成しております。 

 

  

財務４表とは、 

 

           ＊ＢＳと略されます。（Balance Sheet） 

・地方公共団体の財政状況を資産、負債及び純資産により明らかにします。 

・資産＝負債＋純資産という関係が成りたちます。 

 

 

                      ＊ＰＬと略されます。（Profit and Loss statement） 

・行政サービスの提供に係るコスト及び収入を明らかにします。 

・コストには、減価償却費や退職手当引当金繰入等が計上されます。 

 

 

                   ＊ＮＷM（またはＮＷ）と略されます。(Net Worth Matrix) 

・財源の調達源泉及び財源の使途を明らかにします。 

 

 

           ＊ＣＦと略されます。(Cash Flow) 

・年度内における資金の収入及び支出を明らかにし、年度末における資金残高を計算します。 

・資金の調達源泉（税収・公債・補助金等）及び使途（人件費・資産整備・公債の償還）を明らかにしま

す。 

 

1貸借対照表 

2行政コスト計算書 

3 純資産変動計算書

書 

4資金収支計算書 

ポイント 

企業会計では、財務諸表として、以下の４表を作成する義

務があります。 

1）貸借対照表 

2）損益計算書 

3）株主資本等変動計算書 

4）キャッシュフロー計算書 

 これらは、上記の１～４の財務書類にそれぞれ該当します。 



 2 

２ 連結財務書類 

（1） 作成の基本的前提 

①  連結財務書類の作成基礎 

連結貸借対照表、連結行政コスト計算書、連結純資産変動計算書、連結資金収支計算書については、統一的

な基準に則って作成しています。 

②  対象会計範囲 

 

＊ 第三セクターは、市が資本金、基本金、その他これらに準ずるものを５０パーセント以上出資している団体を

連結しています。 

＊ H21 年度より佐賀県市町総合事務組合は、経費負担割合が僅少であるため連結対象外としました。 

③  対象年度 

対象年度は令和3年度で、令和4年3月31日を作成基準日としています。なお、出納整理期間の連結対象団体間

における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

④  作成基礎データ 

普通会計や、国民健康保険事業等の特別会計、一部事務組合・広域連合については、原則として昭和44年度

以降の決算統計の数値を基礎とし、一部、対象年度の歳入歳出決算書や人事データを用いています。地方公営

企業（病院、下水道事業）や土地開発公社、第三セクター等については、それぞれの決算書を基礎としています。 

一般会計

土地区画整理事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

宅地造成事業特別会計

公営企業 多久市立病院

佐賀県後期高齢者医療広域連合

佐賀中部広域連合

佐賀西部広域水道企業団

天山地区共同衛生処理場組合

天山地区共同斎場組合

天山地区共同環境組合

多久小城医療組合

土地開発公社

一般財団法人　多久市学校給食振興会

公益財団法人　孔子の里

会計区分

連結

全体

一般会計等

特別会計

地方三公社
第三セクター

一部事務組合
広域連合



【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和 4年 3月31日現在）

令和 3年度

連結 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 68,332,561,345 固定負債 21,528,851,513

有形固定資産 57,919,179,370 地方債 17,432,528,799
事業用資産 22,072,347,283 長期未払金 0

土地 8,352,975,192 退職手当引当金 1,994,383,470
立木竹 1,312,440,680 損失補償等引当金 0
建物 23,448,829,365 その他 2,101,939,244
建物減価償却累計額 △12,957,311,102 流動負債 2,676,662,807
工作物 4,373,318,513 1年内償還予定地方債 1,945,426,895
工作物減価償却累計額 △2,558,895,565 未払金 226,550,015
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 33,167
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 187,580,393
航空機 0 預り金 141,556,132
航空機減価償却累計額 0 その他 175,516,205
その他 0 負債合計 24,205,514,320
その他減価償却累計額 0

【総資産の部】建設仮勘定 100,990,200
固定資産等形成分 69,950,053,283インフラ資産 34,981,018,759
余剰分(不足分） △21,166,425,338土地 1,312,948,877

建物 3,842,815,636 他団体出資等分 0
建物減価償却累計額 △2,139,198,509

83,133,234,375工作物
工作物減価償却累計額 △51,410,281,168
その他 365,229
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 241,134,319

物品 4,508,384,340
物品減価償却累計額 △3,642,571,012

無形固定資産 971,266,644
ソフトウェア 28,662,721
その他 942,603,923

投資その他の資産 9,442,115,331
投資及び出資金 79,245,969

有価証券 26,268,841
出資金 52,973,962
その他 3,166

投資損失引当金 0
長期延滞債権 95,859,784
長期貸付金 264,745,751
基金 8,995,185,009

減債基金 41,780
その他 8,995,143,229

その他 15,008,410
徴収不能引当金 △7,929,592

流動資産 4,656,580,920
現金預金 2,667,681,537
未収金 350,667,987
短期貸付金 27,101,000
基金 1,590,390,938

財政調整基金 828,609,380
減債基金 761,781,558

棚卸資産 22,568,450
その他 3,471,963
徴収不能引当金 △5,300,955

繰延資産 0 純資産合計 48,783,627,945

資産合計 72,989,142,265 負債及び純資産合計 72,989,142,265



【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

連結 （単位：円）

科目 金額

経常費用     20,611,745,516

業務費用      9,798,094,090

人件費      3,192,989,102

職員給与費      2,512,197,281

賞与等引当金繰入額        187,580,393

退職手当引当金繰入額        151,611,087

その他        341,600,341

物件費等      6,195,050,134

物件費      3,165,208,784

       320,621,694維持補修費

減価償却費      2,709,219,656

その他                  0

その他の業務費用        410,054,854

支払利息        122,607,811

徴収不能引当金繰入額          9,907,642

その他        277,539,401

移転費用     10,813,651,426

補助金等      7,071,012,326

社会保障給付      3,702,272,878

他会計への繰出金                  0

その他         40,366,222

経常収益      2,207,865,638

使用料及び手数料      1,741,592,626

       466,273,012その他

純経常行政コスト     18,403,879,878

臨時損失      1,884,796,084

災害復旧事業費      1,198,911,650

資産除売却損         46,104,704

投資損失引当金繰入額                  0

損失補償等引当金繰入額                  0

その他        639,779,730

臨時利益         23,787,705

資産売却益          7,715,929

その他         16,071,776

純行政コスト     20,264,888,257



【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自 令和 3年 4月 1日
至 令和 4年 3月31日

連結 （単位：円）

科目 合計 余剰分固定資産 他団体出資等分
（不足分）等形成分

前年度末純資産残高 49,276,790,141 71,312,440,152 △22,035,650,011 0

純行政コスト(△) △20,264,888,257 △20,264,888,257 0

財源 20,366,515,178 20,366,515,178 0

税収等 11,086,797,117 11,086,797,117 0

国県等補助金 9,279,718,061 9,279,718,061 0

本年度差額 101,626,921 101,626,921 0

固定資産等の変動(内部変動) △542,051,025 542,051,025

有形固定資産等の増加 1,726,449,683 △1,726,449,683

有形固定資産等の減少 △2,771,849,665 2,771,849,665

△1,630,088,057貸付金・基金等の増加 1,630,088,057

貸付金・基金等の減少 1,126,739,100△1,126,739,100

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △735,755,912 △735,755,912

0 0他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 △94,490,160 160,605,22866,115,068 0

その他 74,851,727 9,910,228 64,941,499

△1,362,386,869本年度純資産変動額 △493,162,196 869,224,673 0

48,783,627,945 69,950,053,283 △21,166,425,338本年度末純資産残高 0



【様式第４号】

連結資金収支計算書
自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月31日
（単位：円）連結

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出    17,873,517,529

業務費用支出     7,059,866,103
人件費支出     3,209,848,504
物件費等支出     3,463,423,077
支払利息支出       122,607,811
その他の支出       263,986,711

移転費用支出    10,813,651,426
補助金等支出     7,071,012,326
社会保障給付支出     3,702,272,878
他会計への繰出支出                 0
その他の支出        40,366,222

業務収入    21,225,432,307
税収等収入    11,073,096,049
国県等補助金収入     7,994,256,552
使用料及び手数料収入     1,680,114,487
その他の収入       477,965,219

臨時支出     1,838,691,380
災害復旧事業費支出     1,198,911,650
その他の支出       639,779,730

臨時収入       521,146,327

業務活動収支     2,034,369,725

【投資活動収支】
投資活動支出     3,137,678,364

公共施設等整備費支出     1,723,092,885
基金積立金支出     1,314,394,562
投資及び出資金支出        30,190,917
貸付金支出        60,000,000
その他の支出        10,000,000

投資活動収入     1,866,316,087
国県等補助金収入       805,027,483
基金取崩収入       728,445,594
貸付金元金回収収入        92,216,988
資産売却収入       232,548,972
その他の収入         8,077,050

投資活動収支   △1,271,362,277

【財務活動収支】
財務活動支出     1,802,555,436

地方債償還支出     1,729,088,681
その他の支出        73,466,755

財務活動収入     1,282,332,040
地方債発行収入     1,279,780,887
その他の収入         2,551,153

財務活動収支     △520,223,396

本年度資金収支額       242,784,052

前年度末資金残高     2,274,622,784

比例連結割合変更に伴う差額        12,185,619

本年度末資金残高     2,529,592,455

前年度末歳計外現金残高       129,198,754

本年度歳計外現金増減額         8,944,229

比例連結割合変更に伴う差額          △53,901

本年度末歳計外現金残高       138,089,082

本年度末現金預金残高     2,667,681,537


